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１. ２００７年３月期の連結業績（２００６年４月１日  ～  ２００７年３月３１日） 

（１） 連結経営成績                          （注）金額百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円       ％ 百万円       ％ 百万円       ％

2007 年 3 月期 ５４，８６８  17.0  ４，２１１ 19.2  ４，１２８ 18.3  

2006 年 3 月期 ４６，８９０  23.1  ３，５３２ 17.3  ３，４８８ 15.1  

 

 

 
当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後

1 株当たり当期純利益

自 己 資 本 

当 期 純 利 益 率 

総 資 産

経常利益率

売 上 高     

経常利益率

       百万円       ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

2007 年 3 月期 ２，３３０  39.3  １１１ ２７ － １２．３ １０．１ ７．５ 

2006 年 3 月期 １，６７３  14.9  ７９ ５２ － １０．１ ９．８ ７．４ 

（注） 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率 

（２） 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％          円     銭  

2007 年 3 月期 ４２，００６ ２０，６８１ ４７.１ ９８７ ５６ 

2006 年 3 月期 ４０，１０５ １７，９８１ ４４.９ ８５８ ３８ 

（参考）自己資本  2007 年 3 月期 19，792 百万円    2006 年 3 月期 － 

（３） 連結キャシュ・フローの状況 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等期末残高 

 百万円 百万円 百万円          百万円 

2007 年 3 月期 ２，４２０ △ １，１９５    △ ７１３    ２，０６３ 

2006 年 3 月期 ２，４９９ △ ２，９１７   △ １，５３８ １，５３７ 

 

２． 配当状況 

(注) 2007 年 3 月期の期末配当については、2007 年 6 月 21 日開催の定時株主総会にて決議する予定です。 

 

３・ ２００８年３月期の連結業績予想（２００７年４月 １日  ～  ２００８年３月３１日） 

 売   上   高 経  常  利  益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 ２７，０００ ２，２００ １，２００ 

通  期 ５６，０００ ４，５３０ ２，５５０ 

 

 

 

 

 

 － １ － 

 1 株当たり配当金（円） 

     （基準日） 中間期末 期末   年間 

配当金総額 

（百万円） 

配当性向 

（連結） 

純資産配当

率（連結） 

 

2006 年 3 月期 

円   銭 

－ 

円   銭 

１０．００ 
円   銭 

１０．００ 
百万円 

２０９ 

    ％ 
１２．６ 

    ％ 
１．３ 

2007 年 3 月期 － １２．００ １２．００ ２５１ １０．８ １．３ 

2008 年 3 月期(予想) － １２．００ １２．００  



その他 

（1）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

    新規 １社（コーアツ三谷セキサン株式会社） 

（2）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続・表示方法の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項の変更に記載されるもの） 

  ① 会計基準等の改正に伴う変更   有 

  ② ①以外の変更          無 

 

（3）発行済株式数（普通株式） 

  ① 期末発行済株式数（自己株式含む） 

         2007 年 3 月期 24,986,599 株   2006 年 3 月期 24,986,599 株 

  ② 期末自己株式数 

         2007 年 3 月期  4,044,319 株   2007 年 3 月期  4,038,801 株 

（注）1株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については 34 頁（1株当たり情報）をご覧下さい。 

 

（参考）個別業績の概要 

２００７年３月期の業績（２００６年４月１日～２００７年３月３１日） 

（1） 個別経営成績                                              （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  売 上 高 営業利益 経常利益 
 百万円   ％ 百万円 ％       百万円 ％

２００７年３月期    ４０,５０８    8.0 ２,３８０    21.1 ２,４４５   23.9 

２００６年３月期    ３７,５０５   10.6 １,９６５    36.9 １,９７３   24.7 

 

 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

 百万円     ％   円  銭

２００７年３月期 １,４７４ 13.3 ―  ― 

２００６年３月期 １,３０１ 85.6 ―  ― 

（注） 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率 

 

（2）個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％         円   銭

２００７年３月期 ３０,１７９ １４,７７３ ４９．０ ７０５ ４２ 

２００６年３月期 ２８,５８２ １３,７５９ ４８．１ ６５６ ８７ 

 

 

前項予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定

を前提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。なお、業績予想の前提となる仮定

及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につきましては、Ｐ.3をご参照ください。 
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1. 経営成績 
（１）経営成績 

① 当期の概況 

ⅰ 全般的な営業の概況 

当連結会計年度（2006年 4月 1日から 2007年 3月 31日）は、企業収益の改善に伴い、緩やかな景気

回復の兆しが見受けられました。公共投資縮小により需要が低迷する中で、競争激化による販売価格の

下落及び原材料価格高騰により仕入コストが増加するという厳しい経営環境でございました。こうした状

況下において、主力のパイル・ポール部門においては、当社はオリジナルの新工法・新商品を積極的に

投入し、拡販に努めました。また、２００６年６月に鹿児島県にコーアツ三谷セキサン株式会社を設立いた

しました。その他部門においても顧客ニーズに対応した商品・サービスの提供に注力いたしました。その

結果、売上高は５４８億６８百万円（前期比１７．０％増）となりました。また、営業利益につきましては、価

格競争の激化、原材料の高騰の影響が大きかったものの４２億１１百万円（前期比１９．２％増）となりまし

た。経常利益は４１億２８百万円（前期比１８．３％増）となりました。当期純利益につきましては２３億３０

百万円（前期比３９．３％増）となりました。 

 

部門別売上高等                                       （単位：百万円） 

部   門 売 上 高 構 成 比 前 期 比 

コンクリート二次製品事業 

工 事 関 連 事 業 

そ の 他 の 事 業 

24,882 

18,558 

11,427 

45.3 % 

33.8 

20.8 

107.6 %  

108.3    

172.1    

計 54,868 100.0 117.0  

※ 前期比につきましては、参考の為に表示しております。 

 

ⅱ 部門別営業の概況 

コンクリート二次製品事業部門 

パイル・ポールにつきましては、民間建設投資は堅調に推移いたしましたが、公共投資縮小、価格競

争の激化、原材料価格の高騰等、厳しい経営環境でございました。こうした状況下において当社オリジ

ナル工法・商品の拡販を積極的に進め、売上高は増加いたしました。 

環境製品につきましても、オリジナル商品を中心に積極的な営業展開を推進いたしました。その結果、

当部門の売上高は、２４８億８２百万円（前期比７．６％増）となりました。 

 

工事関連事業部門 

工事部門は、当社オリジナル特認工法を中心に顧客ニーズに応じた施工を徹底しパイル・ポール部

門の販売量増加及び前年の基礎工事関連会社買収に伴い、売上高は増加いたしました。その結果１８

５億５８百万円（前期比８．３％増）となりました。 

 

その他の事業部門 

その他の部門といたしましては、砂利部門、水工資材部門、技術提供収入部門、レジャー部門につき

ましては売上高が減少しましたが、不動産賃貸収入部門につきましては売上高が増加したことと、情報

関連会社の買収に伴い、当部門の売上高は、１１４億２７百万円（前期比７２．１％増）となりました。 

 

② 次期の見通し 

次期の業績見通しにつきましては、産業界全般の動向は最悪期を脱し、景気回復の兆しがみられ 

るものの、当業界は、公共投資の縮減、民間設備投資の抑制等引き続き厳しい経済環境が予想され 

ます。このような状況下で、主力のパイル部門を中心に拡販を強力に推進すると共に生産性の向上、 

財務体質の強化等で収益の確保に努めてまいります。 

以上により、次期の業績見通しは、売上高５６０億円（前期比２．１％増）、経常利益４５億３０百万 

円(前期比９．７％増)、当期純利益２５億５０百万円（前期比９．４％増）を見込んでおります。 

次期の三谷セキサン株式会社の利益配当につきましては、１株当り１２円の増配を予定しております。 
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（２）財政状態 

① 資産・負債・純資産の状況に関する分析  

        当連結会計年度末における資産総額は４２０億６百万円となり、前連結会計年度末と比べ１９億円（４．

７％）増加いたしました。これは主に売掛金等流動資産の増加によるものであります。負債総額は２１３億

２４百万円となり、前連結会計年度末と比べ１４百万円（０．１％）増加いたしました。また、純資産につきま

しては、利益剰余金の増加により前連結会計年度末と比べ１８億８５百万円（１０．０％）増加し、２０６億８

１百万円となりました。 

 

② 当期の財政状態 

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。 

                                 （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 増  減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,420 2,499 △ 79

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,195 △ 2,917 1,722

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 713 △ 1,538 824

現金及び現金同等物の増減額 511 △ 1,955 2,467

連結子会社増加による増加額 15 631 △ 616

現金及び現金同等物の期末残高 2,063 1,537 526

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、２４億２０百万円（前期比３．２％減）となりました。 

この増加は主に、税金等調整前当期純利益が４１億５２百万円となり前期比１１億７１百万円増加したことに 

加え、仕入債務の増加が６億６１百万円（前期は５億１８百万円の増加）となったためであります。また、 

法人税等の支払額は１６億５６百万円となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、１１億９５百万円（前期比５９．０％減）となりまし 

た。これは固定資産取得による支出１３億７５百万円（前期は１９億２９百万円の支出）が主な内容であります。

有形固定資産については、工事用部材、工場用設備及び賃貸の購入が主なものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ･フロー） 

当連結会計年度の財務活動の結果資金は、７億１３百万円の支出（前期は１５億３８百万円の支出）と 

なりました。これは、長期借入金の返済による支出が３億９５百万円（前期は１８億７３百万円の支出）、 

長期借入れによる収入が発生しなかったこと（前期は７億円）が主なものであります。以上の結果、現金及 

び現金同等物の期末残高は、前期末より５億２６百万円増加して、２０億６３百万円となりました。 

 

なお連結財政状態に係る諸指標は、次のとおりです。 

 2007 年 3 月期 2006 年 3 月期 2005 年 3 月期 

自己資本比率（％） 47.1 44.9 48.6

時価ベースの自己資本比率（％） 39.3 52.2 39.3

債務償還年数（年） 0.4 0.7 0.1

インタレスト･カバレッジ･レシオ（倍） 154.0 177.8 597.0

（注） 1. 算出方法 

自己資本比率  ：  自己資本÷総資産 

時価ベースの自己資本比率  ：  株式時価総額÷総資産 

債務償還年数  ：  有利子負債÷営業キャッシュ・フロー 

インスタント・カバレッジ・レシオ  ：  営業キャッシュ・フロー÷利払い 

2. 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

3. 株式時価総額は期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
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4. 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを利用

しております。有利子負債は連結貸借対照表に計上されている短期及び長期の借入債務を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用し

ております。 

 

  

③ 次期の財政状態見通し 

 営業活動によるキャッシュ･フローは、税金等調整前当期純利益４３億８０百万円、減価償却費で 

１６億３２百万円を見込んでおり、法人税等の支払が１６億１０百万円あるものの、４４億１０百万円 

の収入を予定しております。 

 投資活動によるキャッシュ･フローは、資産の取得による支出、１５億４０百万円を予定しております。 

 財務活動によるキャッシュ･フローは、配当金の支払額２億５１百万円等、１０億６５百万円の支出を 

予定しております。 

その結果、次期の現金及び現金同等物の期末残高は、３６億６８百万円を予想しております。 

 

④ 利益配分に関する基本方針 

株主の皆様への利益配分につきましては、安定的かつ継続的配当を維持すると共に、将来の事業展開と

財務体質強化のために内部留保に留意しつつ、業績の状況を総合的に考慮して配当を行ってまいります。 

       上記の基本方針に基づき、当期における配当金は１株につき１２円を予定しております。次期につきましては、 

     年間配当１２円を予定しております。 
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2. 企業集団の状況 
当企業集団は三谷セキサン株式会社（当社）及び子会社１８社、関連会社1社で構成されており、事業は、コンク

リートパイル、ポール及びこれらに附帯する工事施工、環境製品（ブロック製品），砂利の製造販売、消波ブロック

の型枠賃貸及び建設関連資材の販売を行っており、ほか不動産賃貸の業務、レジャー施設の運営及び情報関連

の事業も行っております。 

 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付は次の通りです。 

区    分 主 要 製 品 主  要  な  会  社 

パイル 

ポール 

コンクリートパイル 

コンクリートポール 

当社 東京三谷セキサン㈱ 滋賀三谷セキサン㈱ 

マックスコンクリート㈱ ㈱ジオテック三谷 

香川三谷セキサン㈱ 岡山三谷セキサン㈱ 

三池コンクリート工業㈱ 東コン三谷セキサン㈱ 

コーアツ三谷セキサン㈱ （会社数 計 10 社） 

コンクリー

ト二次製品

事   業 

環境製品 コンクリートブロック セキサンピーシー㈱ ㈱三商 

㈱シンコー 進光資材㈱ （会社数 計 4 社） 

工事関連事業 

杭打工事 場所打ち工事 

建柱工事 地盤改良工事 

地質調査  

当社 ㈱ジオテック三谷 三谷エンジニアリング㈱ 

 

（会社数 計 3 社） 

その他 事 業 

砂利製品 不動産賃貸   

レジャー産業 建設関連資材

消波ブロックの型枠賃貸  

技術提供収入 

情報システム構築 

当社 ㈱福井リサイクルセンター 南越アスコン㈱

㈱浦和スプリングレーンズ 三池コンクリート工業㈱ 

福井システムズ㈱ ゲイトウェイ・コンピュータ㈱ 

 

（会社数 計 7 社） 

 

 

※

東 滋 マ 岡 香 東 コ ㈱ 三 南 三 ㈱㈱ ㈱ 福 ゲ ㈱ セ
京 賀 ッ 山 川 コ ｜ 福 池 越 谷 ジ 三 浦 井 イ シ キ
三 三 ク 三 三 ン ア 井 コ ア エ オ 商 和 シ ト ン サ
谷 谷 ス 谷 谷 三 ツ リ ン ス ン テ ス ス ウ コ ン
セ セ コ セ セ 谷 三 サ ク コ ジ ッ プ テ ェ ｜ ピ
キ キ ン キ キ セ 谷 イ リ ン ニ ク リ ム イ ｜

サ サ ク サ サ キ セ ク ｜ ㈱ ア 三 ン ズ ・ シ
ン ン リ ン ン サ キ ル ト リ 谷 グ ㈱ コ ｜

㈱ ㈱ ｜ ㈱ ㈱ ン サ セ 工 ン レ ン ㈱
ト ㈱ ン ン 業 グ ｜ ピ
㈱ ㈱ タ ㈱ ㈱ ン ュ

｜ ズ ｜

タ
㈱

　　　 ※　 関連会社で持分法非適用会社　

㈱

（注）無印　連結子会社

生産会社
生産及び

販売会社
販売会社

ﾚｼﾞｬｰ産業

材

生産及び

進
光
資

情報関連
販売会社

生産会社

ユ　ー　ザ　ー

三谷セキサン株式会社
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3. 経営方針 

（１） 経営方針 

 

① 経営の基本方針 

当社は、独自の製品、新技術の開発に努め、より高性能の商品・工法を提供していくことにより、お客様の

ニーズにお応えし、社会資本の整備と快適な環境の創造に貢献することを経営の基本としております。 
需要が減少する厳しい経営環境下ではございますが、更に技術開発力の強化に努め、付加価値の高い新

商品・新技術の開発を推進し、競争力の強い企業となるように努力してまいります。 
   そして、株主にも、顧客にも、社員にも信頼される企業となるべく事業経営を進めてまいります。 

 

② 中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社を取り巻く経営環境は、中長期に見ても厳しい状況が続くことが予想されます。こうした中、当社は顧客

ニーズに対応した新製品・新技術の開発を積極的に進め、技術力と営業力の向上により一層努めてまいりま

す。又、キャッシュフロー経営を重視し、財務体質の強化を行い、事業経営全般の効率化に全力をあげて取り

組んでまいります。 
 

③ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

       （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

        経営環境の変化に素早く対応し、いかに適時・的確に経営戦略の意思決定を行えるかが、企業発展の鍵 

      を握るものと認識しており、経営のスピード化に取り組んでまいります。 

 

       （コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

        経営の意思決定機関として、｢取締役会」と「経営執行役会」の 2 つの機関があります。執行役員制の導入 

      によって取締役会の意思決定機能強化と同時に、迅速な業務執行が行われていると認識しております。 
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4. 連結財務諸表 

（1）連結貸借対照表 

                                                               （単位 ： 百万円） 

期　　　別

科　　　目

％ ％

流　　動　　資　　産　 25,307 60.2 22,422 55.9 2,884

2,063 1,537 526

20,739 18,511 2,227

2,405 2,305 99

2 43 △ 40

28 53 △ 25

30 24 5

422 466 △ 44

50 64 △ 14

△ 435 △ 585 149

固　　定　　資　　産　 16,699 39.8 17,683 44.1 △ 984

10,158 24.2 10,545 26.3 △ 386

3,461 3,567 △ 106

1,971 2,032 △ 61

1,174 1,221 △ 47

3,271 3,409 △ 137

279 313 △ 34

91 0.2 132 0.3 △ 40

91 129 △ 38

0 3 △ 2

6,448 15.4 7,005 17.5 △ 557

4,839 5,350 △ 511

28 21 6

358 376 △ 17

7 8 △ 1

17 59 △ 41

1,106 1,137 △ 30

140 140 △ 0

△ 50 △ 89 38

42,006 100.0 40,105 100.0 1,900

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

長 期 前 払 費 用

長 期 貸 付 金

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

土 地

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

受取手形及び売掛金

貸 倒 引 当 金

棚 卸 資 産

未 収 入 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

当連結会計年度

構 成 比金　　額 構 成 比

前連結会計年度

(2006年3月31日現在）(2007年3月31日現在）
比較増減

（ 資 産 の 部 ）

現 金 及 び 預 金

金　　額

資 産 合 計

そ の 他

差 入 保 証 金

貸 倒 引 当 金

そ の 他

投 資 有 価 証 券

固定化営業債権

繰 延 税 金 資 産

投資その他の資産
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                                                               （単位 ： 百万円） 

期　　　別

科　　　目

％ ％

17,928 42.7 17,624 43.9 304

12,372 12,084 287

643 949 △ 305

2,384 2,036 347

144 116 27

778 875 △ 97

1,003 911 92

602 649 △ 47

3,395 8.1 3,685 9.2 △ 289

361 541 △ 179

204 207 △ 2

596 551 44

950 898 51

1,255 1,462 △ 206

26 23 2

21,324 50.8 21,309 53.1 14

17,946 42.7 15,829 39.5 2,116

2,146 5.1 2,146 5.4 ―

1,844 4.4 1,844 4.6 0

15,160 36.1 13,039 32.5 2,121

△ 1,204 △ 2.9 △ 1,200 △ 3.0 △ 4

1,846 4.4 2,151 5.4 △ 304

1,846 4.4 2,151 5.4 △ 304

888 2.1 815 2.0 73

20,681 49.2 18,796 46.9 1,885

42,006 100.0 40,105 100.0 1,900

少 数 株 主 持 分

純 資 産 合 計

負債、純資産合計

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

未 払 金

比較増減

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

流 動 負 債

前連結会計年度

(2007年3月31日現在） (2006年3月31日現在）

構 成 比 金　　額 構 成 比

当連結会計年度

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

そ の 他

金　　額

（ 負 債 の 部 ）

固 定 負 債

そ の 他

自 己 株 式

その他有価証券評価
差 額 金

長 期 借 入 金

長期預り保証金

繰 延 税 金 負 債

負 債 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

 

（注） 2006年3月期については、当期との比較のため、新会計基準による表示に組み替えています。 
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（２）連結損益計算書 

                                                                （単位 ： 百万円） 

％ ％ ％

54,868 100.0 46,890 100.0 7,978 117.0

45,528 83.0 38,993 83.2 6,534 116.8

9,340 17.0 7,897 16.8 1,443 118.3

5,128 9.3 4,364 9.3 764 117.5

4,211 7.7 3,532 7.5 678 119.2

159 0.3 142 0.3 16 111.8

70 39 30 192.7

88 102 △ 14 86.3

241 0.5 186 0.4 55 129.6

16 14 2 114.7

225 172 53 130.8

4,128 7.5 3,488 7.4 640 118.3

124 0.2 225 0.5 △ 101 55.0

24 ― 24 ―

93 219 △ 125 42.6

― 3 △ 3 ―

6 3 2 183.9

100 0.1 733 1.5 △ 633 13.7

42 89 △ 47 47.2

― 52 △ 52 ―

1 416 △ 415 0.3

56 175 △ 118 32.5

4,152 7.6 2,980 6.4 1,171 139.3

1,618 3.0 1,442 3.1 175 112.1

129 0.3 188 △ 0.4 318 ―

74 0.1 53 0.1 21 140.0

2,330 4.2 1,673 3.6 657 139.3

販売費及び一般管理費

売 上 高

売 上 総 利 益

売 上 原 価

特 別 利 益

受取利息及び配当金

経 常 利 益

その他の営業外費用

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

営 業 利 益

営 業 外 収 益

期　　別 前連結会計年度

(
金　　額

自 2005年4月 1日
至 2006年3月31日)

当連結会計年度

)
科　　目 金　　額金　　額 百 分 率 百 分 率 前期比

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額 △

当 期 純 利 益

少 数 株 主 利 益

自 2006年4月 1日
至 2007年3月31日

比 較 増 減 

(

資 産 減 損 額

固 定 資 産 除 売 却 損

そ の 他 の 特 別 利 益

投資有価証券売却損

固 定 資 産 売 却 益

退 職 引 当 金 戻 入

特 別 損 失

貸 倒 引 当 金 戻 入
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（３） 連結剰余金計算書 

                                 （単位 ： 百万円） 

Ⅰ

Ⅱ

Ⅰ 11,545

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

自 2005年4月 1日

（利益剰余金の部）

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 1,844

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（資本剰余金の部）

1,844

科     目
金         額

)至 2006年3月31日

期     別
前連結会計年度

(

当 期 純 利 益 1,673

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 13,039

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金 179

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 11,545

利 益 剰 余 金 増 加 高
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（４） 連結株主資本等変動計算書 

                                                          （単位 ： 百万円） 

2006年3月31日残高

当連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

当連結会計期間中の変動額合計

2007年3月31日残高

2006年3月31日残高

当連結会計期間中の変動額

　剰余金の配当（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

当連結会計期間中の変動額合計

2007年3月31日残高

0

0

0 0

1,846 1,846 888 20,681

△ 230

△ 304 △ 304 73 1,885

株主資本以外の項目の当連結
会計期間中の変動額（純額）

△ 304 △ 304 73

△ 4

2,330

△ 209

2,151 2,151 815 18,796

項目

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券評価差額
金 評価・差額等合計

2,116

2,146 1,844 15,160 △ 1,204 17,946

－ 0 2,121 △ 4

△ 4

株主資本以外の項目の当連結
会計期間中の変動額（純額）

△ 4

△ 209

2,330 2,330

△ 209

15,8292,146 1,844 13,039 △ 1,200

項目
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

 

（注） 2006 年 6 月 22 日の定時株主総会における利益処分によるものです。 
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（５） 連結キャッシュ・フロー計算書 

                                                       （単位 ： 百万円） 

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ･フロー

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,152 2,980
減 価 償 却 費 1,526 1,376
の れ ん 償 却 費 0 △ 9
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 △ 187 △ 206
固 定 資 産 除 売 却 損 19 502
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 96 191
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 70 △ 39
支 払 利 息 16 14
売 上 債 権 の 減 少 額 （ △ 増 加 額 ） △ 2,230 △ 2,005
た な卸資産の減少額 （△増加額 ） △ 90 △ 31
仕 入 債 務 の 増 加 額 （ △ 減 少 額 ） 660 518
そ の 他 129 616

小 計 4,022 3,907
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 70 39
利 息 の 支 払 額 △ 15 △ 14
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,656 △ 1,433

　営業活動によるキャッシュ･フロー 2,420 2,499

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ･フロー

3ヶ月超の預金の払戻しによる収入（純額） － 119
投 資有価証券の取得に よ る 支出 △ 2 △ 1,120
投 資有価証券の売却に よ る 収入 1 91
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,375 △ 1,929
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 209 6
そ の 他 △ 27 △ 84

　投資活動によるキャッシュ･フロー △ 1,195 △ 2,917

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ･フロー

短期借入金の返済による支出（純額） △ 90 △ 60
長 期 借 入 金 の 調 達 に よ る 収 入 － 700
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 395 △ 1,873
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 4 △ 116
配 当 金 の 支 払 額 △ 209 △ 179
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ 13 △ 8

　財務活動によるキャッシュ･フロー △ 713 △ 1,538
Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 511 △ 1,955
Ⅴ　連結子会社増加による現金及び現金同等物増加額 15 631
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 1,537 2,861
Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 2,063 1,537

（注） 現金及び現金同等物の期末残高の内訳

現金及び預金 2,063 1,537
預入期間が3ヶ月超の定期預金 － －
現金及び現金同等物 2,063 1,537

) ( 自2005年4月 １日 )至2007年3月31日 至2006年3月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　期　　　　別

科　　　　目 金    額

当連結会計年度 前連結会計年度

金    額

( 自2006年4月 １日
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

① 連結の範囲に関する事項 

 

ⅰ  連結子会社は滋賀三谷セキサン㈱、東京三谷セキサン㈱、マックスコンクリート㈱、香川三谷セキサン㈱、

岡山三谷セキサン㈱、セキサンピーシー㈱、㈱ジオテック三谷、㈱浦和スプリングレーンズ、㈱福井リサイク

ルセンター､三池コンクリート工業㈱、南越アスコン㈱、東コン三谷セキサン㈱、コーアツ三谷セキサン㈱、㈱

シンコー、進光資材㈱、三谷エンジニアリング㈱、福井システムズ㈱及びゲイトウェイ・コンピュータ㈱の1８社

であります。 

 

② 持分法の適用に関する事項 

 

ⅰ  持分法適用会社はありません。 

ⅱ  持分法非適用会社は、関連会社の㈱三商の１社であります。 

ⅲ  持分法非適用の関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等から

みて持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としてもその影響の

重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

④ 会計処理基準に関する事項 

ⅰ 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 

ｲ.その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定しております) 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

ﾛ.たな卸資産 先入先出法による原価法 

 

ⅱ 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 

ｲ.有形固定資産  当社及び連結子会社は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（付属設備を除く）は定額法）を採用しております。ただし、原石山については生産

高比例法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 及 び構 築 物    10 年 ～ 50 年  

機械装置及び運搬具     4 年 ～ 12 年 

 

ﾛ.無形固定資産 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

ⅲ 重要な引当金の計上基準 

ｲ. 貸倒引当金 債権等の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、

特定の債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

ﾛ. 役員退職慰労引当金 役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を

役員退職慰労引当金（商法施行規則第43条に規定する引当金）として計上してお

ります。 
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ﾊ. 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。尚、当社及び一部の連結子会社は、確定拠出年金制

度に移行し、移管時の年金資産の不足額（４年分割のうち残１年分）と平成19年3

月末時点での加算退職金の合計額を計上しております。 

 

ⅳ 重要なリ－ス取引の処理方法 

 当社及び連結子会社は、リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められる以外のファイナンス・リ 

 －ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

⑤ その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

     
⑥ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な 

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

   当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成 17 

年 12 月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 

（企業会計基準委員会  平成 17 年 12 月９日  企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

   これによる損益に与える影響はありません。 

   なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 19,792 百万円であります。 

   連結財務諸表等規則の改正に伴い、当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規 

則により作成しております。 
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（注記事項） 

（連結貸借対照表関係） 

① 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産                                      （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  建 物         ２３５          ２５２ 

  構 築 物           ７            ９ 

  機械及び装置          １４           １７ 

  土 地          ７３           ７３ 

  合 計         ３３１          ３５２ 

担保付債務 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  短期借入金           －          １３３ 

  長期借入金         ３７５          ３７５ 

  合 計         ３７５          ５０８ 

 

② 受取手形割引残高 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  受取手形割引残高         ４２４          ３８０ 

 

③ 金融機関の休日による満期手形残高 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  受 取 手 形         ３７９            － 

  支 払 手 形         １２５            － 

 

④ 有形固定資産の減価償却累計額 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  有形固定資産の減価償却累計額      １９，８３７       １８，９１４ 

⑤ 関連会社に対するもの 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  受取手形及び売掛金          ３９           ４３ 

  投資有価証券（株式）          ３０           ３０ 

⑥ 自己株式 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  期末発行済株式 （普通株式）       24,986,599 株       24,986,599 株 

  期末に保有する自己株式 （普通株式）        4,044,319 株        4,038,801 株 

 

（連結損益計算書関係） 

① 減損損失の内容 

                                                                    （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

建        物           －           １１ 

土        地           １          ３９９ 

入   会   金           －            ３ 

差 入 保 証 金           －            １ 

電 話 加 入 権           －            １ 

合        計           １          ４１６ 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

 当連結会計年度（自 2006年4月1日  至 2007年3月31日） 

 

１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                                                （単位 ： 株） 

 
前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数 

発行済株式 

普通株式 

 

２４，９８６，５９９ ―

 

― ２４，９８６，５９９

合  計 ２４，９８６，５９９ ― ― ２４，９８６，５９９

自己株式 

普通株式 ４，０３８，８０１ ５，５６９ ５１ ４，０４４，３１９

合  計 ４，０３８，８０１ ５，５６９ ５１ ４，０４４，３１９

（変動事由の概要） 

  自己株式の増加株式数の内訳は次のとおりである。 

    単元未満株式の買取り請求による増加  ５，５６９ 株 

  自己株式の減少株式数の内訳は次のとおりである。 

    単元未満株式の買増し請求による減少     ５１ 株 

 

２． 配当に関する事項 

 

決  議 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たりの配当金

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月22日 

定時株主総会 

普通株式 ２０９ １０ 平成18年3月31日 平成18年6月23日 

 

 

 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 
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当連結会計年度 

（２００７年３月３１日） 

前連結会計年度 

（２００６年３月３1 日） 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(1)現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定  2,063 百万円 現金及び預金勘定 1,537 百万円

預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
 － 

 預入期間が3ヶ月を超

える定期預金 
 －

 

現金及び現金同等物  2,063  現金及び現金同等物 1,537  



① セ グ メ ン ト 情 報              

（1） 事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度　（自2006年4月1日  至2007年3月31日）

Ⅰ 売上高及び営業損益

24,882 18,558 11,427 54,868 - 54,868

198 - 3,052 3,250 (3,250) -

25,080 18,558 14,479 58,119 (3,250) 54,868

22,747 17,979 12,418 53,145 (2,488) 50,657

2,332 579 2,061 4,973 (762) 4,211

Ⅱ

20,460 7,893 7,761 36,115 5,890 42,006

895 238 373 1,507 18 1,526

- - 1 1 - 1

953 211 132 1,297 24 1,322

前連結会計年度　（自2005年4月1日  至2006年3月31日）

Ⅰ 売上高及び営業損益

23,121 17,130 6,638 46,890 - 46,890

58 1 2,780 2,840 (2,840) -

23,180 17,131 9,418 49,731 (2,840) 46,890

21,090 16,222 7,954 45,268 (1,910) 43,357

2,089 909 1,463 4,462 (929) 3,532

Ⅱ

18,748 7,083 8,373 34,205 5,899 40,105

815 232 313 1,361 15 1,376

- 416 0 416 　　　　- 416

1,209 349 239 1,798 146 1,944

資産・減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

減 損 損 失 額

資産・減価償却費及び資本的支出

資 産

減 価 償 却 費

資 本 的 支 出

減 損 損 失 額

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高

(1)外部顧客に対する売上高

計

営 業 費 用

営 業 利 益

消去又は全社 連  結

（単位： 百万円）

その他事業 計

売 上 高

二次製品事業 事    業

コンクリート 工事関連

（単位： 百万円）

コンクリート 工事関連
その他事業 計 消去又は全社 連  結

二次製品事業 事    業

売 上 高

(1)外部顧客に対する売上高

(2)ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高又は振替高

営 業 利 益

計

営 業 費 用

 

（注） ⅰ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっています。 

ⅱ 各事業の主な製品 

事 業 区 分           主    な    製    品 

ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品事業 遠心力成型コンクリートニ次製品（パイル・ポール）・環境製品 

工 事 関 連 事 業 杭工事･防球ﾈｯﾄ･建柱工事･地質調査･ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ･場所打ち杭工事･土木工事･舗装工事 

そ の 他 事 業 不動産賃貸・技術指導収入・砂利製品・消波根固ブロック・環境保全関連資材・情報関連 

ⅲ 当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は７６２

百万円であり、その主なものは、親会社本社の総務･財務･人事部門等の管理部門に係る費用であります。 

ⅳ 当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は５，８９０百万円であ

り、その主なものは、親会社での余資産運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び

管理部門に係る資金等であります。 

 

（２） 所在地別セグメント情報 

     該当事項はありません。 

 

（３） 海外売上高 

     該当事項はありません。 
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② リース取引関係 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価格相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額         （単位 ： 百万円） 

（当連結会計年度） （前連結会計年度）  

取得価格 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

取得価格 

相 当 額 

減価償却累 

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 

機 械 装 置 

及 び運 搬 具 
２６２ １４１ １２１ ２４６ １５６ ９０ 

そ の 他 

（工具器具備品） 
６０ ２５ ３４ ５３ ２１ ３２ 

合      計 ３２３ １６６ １５６ ３００ １７７ １２２ 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 

 １  年  内 

 １  年  超   

 合     計 

（当連結会計年度） 

５５百万円 

１０６百万円 

１６１百万円 

（前連結会計年度） 

４０百万円 

８８百万円 

１２８百万円 

(3) 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 
 

支払リース料総額             

減価償却費相当額 

支払利息相当額             

（当連結会計年度） 

５５百万円 

２９百万円 

３百万円 

（前連結会計年度） 

５０百万円 

４６百万円 

４百万円 

③ 関連当事者との取引 

当連結会計年度 （自２００６年４月１日 至２００７年３月３１日） 

（１） 親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住 所 
資本金 

（百万円） 

事業の内容

又は職業

議決権の被

所有割合
役員の

兼任等

業務上の関

係 

取引の内

容 

取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

製品等

の販売 
2,657 

受取手形

売掛金 

894 

377 

建材等

の購入 
3,842 

支払手形

買掛金 

1,009 

499 

 

法人主

要株主 

 

三谷商事㈱ 

 

福井市豊島

1-3-1 

 

5,008 

 

総合商社

 

直接 10.2%

間接 4.9%

 

兼任

２名

 

製品の販売及

び原材料等の

一部購入 
受取配

当金 
67 

投資有価

証券 
4,310 

（注） ⅰ 取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 

    ⅱ 取引条件なし取引条件の決定方針等は、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

（２） 役員及び個人主要株主等 

該当事項はありません。 

（３） 子会社等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住 所 
資本金 

（百万円） 

事業の内容

又は職業

議決権の被

所有割合
役員の

兼任等

業務上

の関係

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 
科目 

期末残高

（百万円）

関連会社 ㈱三商 
七尾市後畠

町ヲ部 6-9 
10 卸売業

直接 0.04%

間接  なし

兼任

２名

製品の

販売 
製品売上 86 

受取手形

売掛金 

23 

16 

（４） 兄弟会社等 

       該当事項はありません。 
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④ 税効果会計関係 

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                 （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産   

    未 払 費 用          １６０          １５６ 

    貸 倒 引 当 金          １８２          ２４５ 

    役員退職慰労引当金          ３８４          ３６３ 

    退 職 給 付 引 当 金          ２２４          ２１５ 

    未 払 事 業 税           ５９           ７２ 

    繰 越 欠 損 金          １１１           ５３ 

    営 業 権           １９           １６ 

    土              地          ３０２          ４１４ 

    そ の 他           ８４           ６５ 

  繰 延 税 金 資 産 合 計        １，５２８        １，６０３ 

   

繰延税金負債   

    未        払       金           ６３            － 

    未 収 事 業 税            ２             ２ 

    その他有価証券評価差額金        １，４６２        １，４６２ 

  繰 延 税 金 負 債 合 計        １，４６５        １，４６５ 

   

繰延税金資産（負債△）の純額          ２０９          １３８ 

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に 

   含まれております。                                           （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

流動資産 ― 繰延税金資産          ４２２          ４６６ 

固定資産 ― 繰延税金資産         1，１０６        １，１３７ 

流動負債 ― そ の 他           ６３            ２ 

固定負債 ― 繰延税金負債        １，２５５        １，４６２ 

 

（2）法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                                             （単位 ： ％） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

法定実行税率        ４０．４         ４０．４ 

 （ 調 整 ）             

  税務上の繰越欠損金の利用         ２．６          １．８ 

  交際費等永久に損金に算入されない項目         １．０          １．４ 

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目      △  １．４       △  ０．９ 

  住 民 税 均 等 割 等         ０．７          ０．９ 

  そ の 他      △  １．２       △  １．５ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率        ４２．１         ４２．１ 
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⑤ 有価証券の時価等 

当連結会計期間   (2007 年 3 月 31 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 
有  価  証  券 

1. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 １，４０６ 百万円 ４，５１８ 百万円  ３，１１１ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 １，４０６ 百万円 ４，５１８ 百万円  ３，１１１ 百万円

 

2. 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                   売却額         売却益の合計額      売却損の合計額 

                     ―              ―               ― 

 

3. 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２８８ 百万円

債 券 ２ 百万円 

 

前連結会計期間   (2006 年 3 月 31 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 

有  価  証  券 

1. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 １，４４０ 百万円 ５，０５８ 百万円  ３，６１８ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 １，４４０ 百万円 ５，０５８ 百万円  ３，６１８ 百万円

 

2. 前連結会計年度中に売却したその他有価証券 

                   売却額         売却益の合計額      売却損の合計額 

                     ７４              ４２              ９４ 

 

3. 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２８９ 百万円

債 券 ２ 百万円 

（注） （１） 時価等の算定の方法 

①  上場有価証券             主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

②  証券投資信託の受益証券  基準価格によっております。 

（２） 連結貸借対照表に表示しております評価差額金は税効果を適用後の金額であります。 
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⑥  デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損額 

      該当事項はありません。 

⑦  退職給付関係 

（1） 採用している退職給付制度の概要 

     当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてい 

     ます。なお、当社及び一部の連結子会社は 2004 年 4 月に適格退職年金制度について確定拠出年金制 

     度に移行しました。 

 

（2） 退職給付債務に関する事項                                     （単位 ： 百万円） 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  退 職 給 付 債 務        △  ９５６         △  ９０６ 

  年 金 資 産            ３５９             ３５４ 

  退 職 給 付 引 当 金        △  ５９６         △  ５５１ 

 

（3） 退職給付費用に関する事項 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  勤 務 費 用            １５１             ８０ 

  退 職 給 付 費 用            １５１             ８０ 

 

（4） 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前連結会計年度 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

  退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

  割 引 率    ３．５    ３．５ 

  期 待 運 用 収 益 率    ３．５    ３．５ 

 

⑧  販売の状況 
ｲ 売上高                                                      （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 項 目

品     名 金   額 構成比 金   額 構成比 

 ％  ％

ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品事業 ２４，８８２ 45.3 ２３，１２１ 55.7 

工 事 関 連 事 業 １８，５５８ 33.8 １７，１３０ 32.9 

そ の 他 事 業 １１，４２７ 20.8 ６，６３８ 11.4 

合    計 ５４，８６８ 100.0 ４６，８９０ 100.0 

ﾛ 予想売上高                                                  （単位：百万円） 

‘ ０ ８ 年 ３ 月 期 項 目 

品     名 金     額 構 成 比  ％ 

ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品事業 ２６，０００ ４６．４ 

工 事 関 連 事 業 １９，０００ ３４．０ 

そ の 他 事 業 １１，０００ １９．６ 

合 計                  ５６，０００ １００．０ 

 

 

 

－ ２２ － 



（1 株当たり情報） 

 

 
当連結会計期間 前連結会計年度 

1 株当たり純資産額 ９８７円 ５６銭 ８５８円 ３８銭 

1 株当たり当期純利益金額 １１１円 ２７銭 ７９円 ５２銭 

 

（注） 1. 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
当連結会計期間 前連結会計年度 

当期純利益金額 ２，３３０ １，６７３ 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る当期純利益金額 ２，３３０ １，６７３ 

普通株式の期中平均株式数 ２０，９４３千株 ２１，０４１千株 
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4. 個別財務諸表 

（1）貸借対照表 

                                                                  （単位：百万円） 

期　　　別

科　　　目

％ ％   

  18,605 61.6   16,318 57.1 2,286

928 644 284

5,385 5,594 △ 208

11,311 9,174 2,136

198 192 5

47 35 12

10 1 9

5 4 0

7 13 △ 6

741 808 △ 66

244 287 △ 42

36 24 12

△ 314 △ 464   150

11,574 38.4 12,263 42.9 △ 689

5,643 18.7 5,965 20.9 △ 321

1,578 1,714 △ 136

401 422 △ 20

567 560   7

24 23   1

582 618 △ 36

2,225 2,319 △ 93

264 306 △ 42

52 0.2 54 0.2 △ 2

51 54 △ 2

0 0 △ 0

5,878 19.5 6,243 21.8 △ 365

3,905 4,318 △ 412

1,720 1,684   35

22 22 －

28 21   6

219 205   14

2 5 △ 2

4 25 △ 21

11 11   0

△ 37 △ 52   14

30,179 100.0 28,582 100.0   1,596

原 材 料

仕 掛 品

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

製 品

現 金 及 び 預 金

前　　　期

（２００６年３月３１日）

金　　額 構 成 比

当　　　期

（２００７年３月３１日）

構 成 比

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

受 取 手 形

売 掛 金

前 渡 金

短 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

差 入 保 証 金

出 資 金

そ の 他 投 資 等

長 期 前 払 費 用

固 定 化 営 業 権

そ の 他

機 械 及 び 装 置

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

原 石 山

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

有 形 固 定 資 産

工 具 器 具 備 品

土 地

比 較 増 減

金　　額

貯 蔵 品

投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計
 

 

 

 

－ ２４ － 



（単位：百万円） 

％ ％   

  13,772 45.6 13,052 45.7 719

4,073 5,163 △ 1,089

5,216 4,106 1,109

1,165 1,145   20

2,216 1,664 551

516 530 △ 13

59 47   11

357 323   33

167 71   96

  1,634 5.4 1,770 6.2 △ 136

56 52   3

893 847   45

200 203 △ 2

457 643 △ 186

26 23   2

15,406 51.0 14,822 51.9   583

13,158 43.6 11,898 41.6 1,260

2,146 7.1 2,146 7.5 －

1,844 6.1 1,844 6.5 0

1,844 1,844 －

0 － 0

10,373 34.4 9,108 31.8 1,265

536 536 －

9,836 8,571 1,265

1,640 1,640 －

300 300 －

4,960 3,960 1,000

2,936 2,671 265

△ 1,204 △ 4.0 △ 1,200 △ 4.2 △ 4

1,614 5.3 1,861 6.5 △ 247

その他有価証券評価差額金 1,614 1,861 6.5 △ 247

14,773 49.0 13,759 48.1 1,013

30,179 100.0 28,582 100.0 1,596

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計

その他資本剰余金

配当積立金

別途積立金

繰越利益剰余金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他の利益剰余金

研究開発積立金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

（ 純 資 産 の 部 ）

構 成 比

期 別 当　　　期 前　　　期
比 較 増 減

(2007年3月31日） (2006年3月31日）

構 成 比 金　　額

（ 負 債 の 部 ）

金　　額

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

未 払 金

支 払 手 形

自 己 株 式

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

負 債 合 計

固 定 負 債

長期預り保証金

未 払 消 費 税 等

そ の 他

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

未 払 費 用

買 掛 金

短 期 借 入 金

科 目

（注） 

2006年3月期については、当期との比較のため、新会計基準による表示に組み替えています。 
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（２）損益計算書 

                                                                 （単位：百万円） 

期　　別

％ ％ ％

40,508 100.0 37,505 100.0 3,002 108.0

35,164 86.8 32,391 86.4 2,773 108.6

5,343 13.2 5,114 13.6 229 104.5

2,962 7.3 3,148 8.4 △ 185 94.1

2,380 5.9 1,965 5.2 414 121.1

238 0.6 151 0.4 86 157.3

177 93 83 189.7

60 58 2 105.0

174 0.5 144 0.3 89 120.4

15 15 △ 0 97.0

158 128 29 123.3

2,445 6.0 1,973 5.3 472 123.9

102 0.3 263 0.7 △ 161 38.7

－ 14 △ 14 －

94 249 △ 154 37.8

6 － 6 －

57 0.2 79 0.2 △ 21 72.9

25 46 △ 21 54.1

32 33 △ 0

2,489 6.1 2,157 5.8 332 115.4

990 2.4 849 2.3 140 116.6

24 0.1 5 0.0 18 406.7

1,474 3.6 1,301 3.5 173 113.3

－ － 1,370 － －

－ － 2,671 － －

法人税、住民税及び事業税

税 引 前 当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

そ の 他 の 特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

貸 倒 引 当 金 戻 入

前 期 損 益 修 正 益

特 別 損 失

前　　　期 当　　　期

)自２００６年４月  １日
至２００７年３月３１日( 自２００５年４月  １日

前期比科　　目

売 上 総 利 益

売 上 高

売 上 原 価

金　　額百 分 率 金　　額 百 分 率

) 至２００６年３月３１日(
比 較 増 減 

販売費及び一般管理費

金　　額

経 常 利 益

営 業 外 費 用

そ の 他 の 営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

営 業 外 収 益

営 業 利 益

そ の 他 の 営 業 外 費 用

支 払 利 息

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

― ２６ ― 



（３） 剰余金計算書 

 

                                      （単位：千円） 

Ⅰ 2,671,499

Ⅱ

1. 209,477

2.

1,000,000 1,209,477

Ⅲ 1,462,021

（注） 前期の配当金は、１株につき１０円で計上しております。 

配 当 金

（１株につき１０円）

任 意 積 立 金

別 途 積 立 金

期 別 前　　　期

科 目 (２００６年３月３１日）

当 期 未 処 分 利 益

次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分 額
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（４） 株主資本等変動計算書 

当事業年度 （自  ２００６年４月１日  至  ２００７年３月３１日） 

                                                              （単位：百万円） 

2006年3月31日残高

当事業年度中の変動額

　別途積立金の積立（注）

　剰余金の配当（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

事業年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

2006年3月31日残高

当事業年度中の変動額

　別途積立金の積立（注）

　剰余金の配当（注）

　当期純利益

　自己株式の取得

　自己株式の処分

事業年度中の変動額合計

2007年3月31日残高

△ 247 1,013

1,614 14,773

△ 247

1,614

－

△ 209

10,373 △ 1,204 13,158

項目 純資産合計その他有価証券評
価差額金

1,844

評価・換算差額等

1,640 300 4,960 2,9362,146 1,844 0 536

－ － 1,000 265

△ 209 △ 209

1,000

1,640 300 3,960 2,6712,146 1,844 － 5361,844

株主資本
合計資本準

備金

その他
資本剰
余金

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰
余金合
計

研究開
発積立
金

配当積
立金

別途積
立金

繰越利
益剰余
金

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△ 247 △ 247△ 247

△ 4

－ －

1,861

0

1,474

－

評価・換算差額等
合計

1,861

0

13,759

－ 1,265 △ 4 1,260

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額）

△ 4△ 4

1,474 1,474 1,474

△ 209

△ 1,000 － －

9,108 △ 1,200 11,898

項目

株主資本

資本金

利益剰余金

自己株式

資本剰余金

資本剰
余金合
計

0 0 0

0

 

（注） 2006 年 6 月 22 日の定時株主総会における利益処分によるものです。 
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（５） 注 記 

 

（重要な会計方針） 

① 有価証券の評価方法は、子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法、その他有価証券の時価のあるものは、 

    決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価 

    のないものは、移動平均法による原価法である。 

② 棚卸資産の評価方法は、先入先出法による原価法である。 

③ 固定資産の減価償却の方法は、有形固定資産については定率法、但し'98 年 4 月 1日以降取得の建物（建物附属設備は除く） 

    及び無形固定資産ついては定額法である。 

    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用している。 

    また、原石山については生産高比例法を採用している。 

④ 貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備える為、一般債権については貸倒実績率により、特定の債権については回 

    収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

⑤ 退職給付引当金は、確定拠出年金法の施行に伴い、‘04 年 4 月に確定拠出年金制度へ移行している。 

    退職給付引当金は、移管時の年金資産の不足額（４年分割のうち残 1 年分）と平成 19 年 3 月末時点での加算退職金の合計

額を計上している。 

⑥ 役員退職慰労引当金は、役員及び執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労 

    引当金（商法施行規則 43 条に規定する引当金）として計上している。 

⑦ リース取引の処理方法は、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

    ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 

⑧ 消費税等の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

 

 

（会計方針の変更） 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

    当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会  平成 17年 12 月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会  平成 17 年 12 月９日  企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

    これによる損益に与える影響はありません。 

    なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 14,773 百万円であります。 

    財務諸表等規則の改正に伴い、当事業年度における財務諸表は、改正後の財務諸表規則により作成しておりま

す。 
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記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 

（貸借対照表関係注記）                                                               （単位 ： 百万円） 

 

 

（１）  有形固定資産の減価償却累計額 

 

（２）  関係会社に対する短期金銭債権 

    関係会社に対する短期金銭債務 

 

（３）  自己株式 

         期 末 発 行 済 株 式 総 数 （普通株式） 

         期末に保有する自己株式数 （普通株式） 

 

（４）  配当制限 

        有価証券の時価評価により、純資産が 247 百万円減

少しております。 

なお、当該金額は商法施行規則第 124 条第 3 号に規

定により配当に充当することが制限されております。 

 

（５）  金融機関の休日による満期手形残高 

         受取手形 

         支払手形  

当  期 

 

     ９，０４８ 

 

       ９５１ 

     ５，８９５ 

 

 

２４，９８６，５９９株 

 ４，０４４，３１９株 

 

 

 

     １，６１４ 

 

 

 

 

       ２８０ 

        １１ 

前  期 

 

     ８，７００ 

 

     １，１７５ 

     ４，４９１ 

 

 

２４，９８６，５９９株 

 ４，０３８，８０１株 

 

 

 

     １，８６１ 

 

 

 

 

        ― 

        ― 

 

（損益計算書関係注記） 

 

 

（１）  関係会社との取引高 

       ① 売  上  高 

       ② 仕  入  高 

       ③ 営業取引以外の取引高 

 

当  期 

 

      

１，８２５ 

    １４，５８７ 

       １５９ 

 

前  期 

 

      

２，７８０ 

     １３，２８５ 

         ４０ 

 

 

 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

 

  当事業年度（自 ２００６年４月 1 日  至 ２００７年３月３１日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） ４，０３８，８０１ ５，５６９ ５１ ４，０４４，３１９ 

  （変動事由の概要） 

   自己株式の増加株式数の内訳は次のとおりである。 

     単元未満株式の買取り請求による増加  ５，５６９ 株 

   自己株式の減少株式数の内訳は次のとおりである。 

     単元未満株式の買増し請求による減少     ５１ 株 
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（リース取引関係注記） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

  ① リース物件の取得価額相当額･減価償却累計額相当額及び期末残高相当額                （単位 ： 百万円） 

  

 

    取 得 価 額 相 当 額 

      機械及び装置 

       そ  の  他 

         合 計       

  

減価償却累計額相当額 

         機械及び装置 

       そ  の  他 

         合 計       

 

期 末 残 高 相 当 額 

       機械及び装置 

 そ  の  他 

合   計 

当  期 

 

 

       １５３ 

        ５５ 

       ２０９ 

 

 

        ７５ 

        ２７ 

       １０３ 

 

 

        ７８ 

        ２８ 

       １０６ 

前  期 

 

 

       １５１ 

        ５２ 

       ２０３ 

 

 

       １１１ 

        ３２ 

       １４４ 

 

 

        ３９ 

        １９ 

        ５９ 

② 未経過リース料期末残高相当額 

 

     １ 年 以 内 

     １ 年 超 

       合   計 

  

 

 

        ３７ 

        ７２ 

       １０９ 

 

 

 

        ２１ 

        ４１ 

        ６３ 

 

③ 支払リース料、減価償却相当額及び支払利息相当額 

 

    支 払 リース料 総 額 

    減価償却費相当額 

    支 払 利 息 相 当 額 

 

 

        ３４ 

        ３１ 

         ２ 

 

 

 

        ３９ 

        ３５ 

         ３ 

 

 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 

    減価償却費相当額の算出法 

 

    利 息 相 当 額 の 算 出 法 

 

リース期間を耐用年数として、残存価格を零として定額法により

算出しております。 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法については、利息法によって

おります。  
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（税効果会計関係） 

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳                      （単位 ： 百万円） 

 当   期 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前  期 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

繰延税金資産   

未 払 費 用   ５２   ５１ 

 １３５  ２０１ 貸 倒 引 当 金 

役員退職慰労引当金  ３６０  ３４２ 

退 職 給 付 引 当 金   ２２   ２１ 

未 払 事 業 税   ３９   ４１ 

営 業 権   １９   １６ 

 ２２２  ２２２ 土             地 

そ の 他   ２８    ８ 

繰 延 税 金 資 産 合 計  ８８１  ９０５ 

繰延税金負債との相殺 △ ６３６        △ ６１７ 

繰 延 税 金 資 産 純 額  ２４４  ２８７ 

   

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金 １，０９４ １，２６１ 

繰 延 税 金 負 債 合 計 １，０９４ １，２６１ 

繰延税金資産との相殺 △ ６３６        △ ６１７ 

繰 延 税 金 負 債 純 額  ４５７  ９０５ 

   

繰延税金資産 （負債△）純額 △ ２１２  ３５６ 

 

 

（２） 法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

                                                                  （単位 ： ％） 

 当   期 

（2007 年 3 月 31 日現在） 

前   期 

（2006 年 3 月 31 日現在） 

法定実行税率        ４０．４ ４０．４ 

 （ 調 整 ）   

交際費等永久に損金に算入されない項目         １．５  １．８ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目       △ ２．２ △ １．２ 

住 民 税 均 等 割 等         ０．９  ０．９ 

    そ       の      他         ０．１ △ ２．２ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率        ４０．７ ３９．７ 
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（有価証券の時価等） 

 

当  期   (2007 年 3 月 31 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(4) その他の有価証券で時価のあるもの 
有  価  証  券 

2. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 ９８８ 百万円 ３，６９７ 百万円  ２，７０８ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 ９８８ 百万円 ３，６９７ 百万円  ２，７０８ 百万円

 

2. 当会計年度中に売却したその他有価証券 

                   売却額         売却益の合計額      売却損の合計額 

                     ―                ―               ― 

 

3. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２０８ 百万円 

 

前  期   (2006 年 3 月 31 日現在) 

(1) 満期保有目的の債券で時価のあるものはありません。 

(2) その他有価証券で売買目的有価証券はありません。 

(3) その他の有価証券で時価のあるもの 

有  価  証  券 

2. その他有価証券で時価のあるもの 
 取 得 原 価 貸借対照表計上額  差     額 

① 株  式 ９８６ 百万円 ４，１１０ 百万円  ３，１２３ 百万円

② 債  権 ―  ―   ―  

③ その他 ―  ―   ―  

計 ９８６ 百万円 ４，１１０ 百万円  ３，１２３ 百万円

 

2. 前会計年度中に売却したその他有価証券 

                   売却額         売却益の合計額      売却損の合計額 

                     ２３               ２１               ７ 

 

3. 時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 ２０８ 百万円 

（注） （１） 時価等の算定の方法 

  上 場有価証券             主に、東京証券取引所の最終価格によっております。 

（２） 貸借対照表に表示しております評価差額金は税効果を適用後の金額であります。 
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（１株当たり情報） 

 

 
当  期 前  期 

1 株当たり純資産額 ７０５円 ４２銭 ６５６円 ８７銭 

1 株当たり当期純利益金額 ７０円 ４１銭 ６１円 ８４銭 

（注） 1. 潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

2. 1 株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

                                                                （単位：百万円） 

 
当  期 前  期 

当期純利益金額 １，４７４ １，３０１ 

普通株主に帰属しない金額 ― ― 

普通株式に係る当期純利益 

金額 
１，４７４ １，３０１ 

普通株式の期中平均株式数 ２０，９４３千株 ２１，０４１千株 

 

 

 

（重要な後発事象） 

 

    重要な後発事象はありません。 

 

（役員の異動）（２００７年６月２１日付予定） 

 

１．  代表者の異動 

        該当事項はありません。 

 

２．  その他の役員の異動 

        新任監査役候補 

田 中 和 夫 （前 技術本部 経営執行役常務） 

３．  役職異動の予定 

（１） 新任経営執行役員候補 

    加 藤 洋 一 （現 技術部長） 

（２） 退任経営執行役員 ２００７年４月１５日付 

    田 中 和 夫 （前 技術本部 経営執行役常務） 

（３） 退任予定経営執行役員 

            矢 田    茂 （現 経営執行役員 パイル・ポール事業本部関東支社長） 

                       （ＤＡＮＫ事業部長 就任予定） 
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